
 

10 住宅・土地、公共工事関係 

ア 住宅・土地 
規制改革推進３か年計画（再改定）（平成 15年３月 28日閣議決定）における決定内容  

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措  置  内  容  等 

13年度 14年度 15年度 
講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

①土地収用法の積
極的活用 
（国土交通省） 

都市計画事業を含め、事業の進行管理の適正化の観点から、「用
地取得率が80％となった時又は用地幅杭の打設から３年を経た
時のいずれか早い時期までに土地収用手続に移行すべき」という
ルールが守られることが極めて重要である。したがって、当面の
措置として、当該ルールについて事業主体（現場の用地担当職員
を含む。）及び住民に周知徹底がなされるようにする。また、事
業の進行管理に関する説明責任を果たさせる観点から、インター
ネット等を活用して用地取得の進捗状況、事業の見通し、事業期
間延長の場合の理由や対応策等を公表するよう、事業主体に対し
周知徹底する。さらに、民間の補償コンサルタント、代替地情報
提供システム及び補償金仲裁制度の積極的活用を図る。 

 平成14年度以降逐次
実施 
 
 
 
 

 
○
  

（国土交通省） 
民間の補償コンサルタントの積極的活用について、起
業者における活用ニーズ調査を行った上で、ニーズの高
い部門について、仕様書等の整備を行うとともに、起業
者に活用を促すためのパンフレットを作成し、周知徹底
を図った。 
代替地情報提供システムの積極的活用について、リー
フレットを作成し、各種会議・研修を通じて周知徹底を
図り、参加・活用を呼びかけるとともに、国土交通省の
ホームページへの掲載を行った。 
補償金仲裁制度の積極的活用について、各種会議・研
修を通じて周知徹底を図るとともに、国土交通省のホー
ムページへの掲載を行った。また、地方整備局において、
補償金仲裁制度を活用した例がみられた。 
（上記以外については、新３か年計画住宅ア①に引き継
ぎ） 

 

⑥重要無線通信電
波伝搬障害対策
の見直し 
（総務省） 

今後、都市の高度利用が更に進展する中で、重要無線通信の無
線局の免許人と建築主の間の電波伝搬障害に係る協議に際して
の基本的な考え方、協議からあっせんへの手続の流れ、これら当
事者相互間の情報提供の在り方等を含め協議等の手続の円滑化
について検討する。 

 検討 結論  
◎
  

（総務省） 
重要無線通信の無線局免許人と建築主との間の協議
等の手続きの円滑化について検討を行うため、平成15年
5月から「電波伝搬障害防止手続の円滑化に関する研究
会」を開催し、同年12月に報告書が取りまとめられ、こ
の提言を受け、平成16年7月12日から以下の措置を行う
こととした。 
①重要無線通信の障害原因となる高層建築物等につい
て、当該原因部分に係る工事の制限期間が、電気通信業
務に係るものは3年間、その他のものは2年間とされてい
るが、対策期間・建築期間の現状等を考慮して、用途の
違いに関わらず2年間に統一した。 
②無線局免許人及び建築主が早期に自主的な事前協議
をスタートできるよう行政による情報提供等の制度化
を図るとともに、高層建築物等の予定工事届の早期の提

 



 

規制改革推進３か年計画（再改定）（平成 15年３月 28日閣議決定）における決定内容  
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出の制度化を図ることとした。 
 同研究会の提言を踏まえ、平成16年7月に公布された
「電波法及び有線電気通信法の一部を改正する法律」の
うち電波伝搬障害防止制度に係る部分の施行に必要な
制度整備を行い、平成16年7月12日に施行。  

⑦エレベーターの
避難時利用の推
進 
（総務省、国土交
通省） 
 

今後、都市においてますます建築物の高層化が進展するととも
に、高齢化が進んでいく中で、車椅子利用者などの身体障害者や
高齢者等の被災時における安全かつ迅速な避難を確保するため、
エレベーター（エレベーター周辺の待機場所等を含む。）の安全
性に十分配慮した上で、エレベーターの身体障害者、高齢者等の
避難手段としての利用についてソフト面（避難方法等）を含め検
討する。 

 
 

検討 結論  
○
  

(総務省・国土交通省) 
 学識経験者等からなる検討委員会において、エレベー
ターの身体障害者等の避難手段としての利用について、
ソフト面を含めた課題を把握するとともに、利用条件等
について安全性に十分配慮することを前提として検討
し、その結果をとりまとめた。その内容について行政庁
等に周知することで措置する予定。 

 

⑲市街地再開発事
業の推進方策の
検討 
（国土交通省） 
 
 

第一種市街地再開発事業の組合は、土地の所有者等からなる自
治的組織であり、その運営が民主的になされることが担保されて
いることから、その強制的な設立が認められていることを踏まえ
て、市街地の土地の合理的かつ健全な高度利用と都市機能の更新
に資する等の公共性を有する市街地再開発事業において、特に地
権者が多数存在する事業について組合を含めた民間主体がより
円滑に進める方策としては、いかなるものが考えられるかという
ことについて検討する。 

 検討 
 
 

結論  
○
  

（国土交通省） 
市街地再開発組合の事業計画決定手続の見直し等を
内容とする都市再開発法の改正を含む「民間事業者の能
力を活用した市街地の整備を推進するための都市再生
特別措置法等の一部を改正する法律案」を平成１７年２
月に通常国会に提出した（平成17年4月27日公布、同年
10月26日までに施行）。 

 

31駐車場出入口規
定の弾力化 
（国土交通省） 

安全かつ円滑な道路交通が確保されると認められる場合には、
駐車場法施行令（昭和32年政令第340号）の駐車場の出入口に関
する規定について柔軟な対応が可能となるよう規定の弾力化を
検討する。 

 検討 結論  
◎
  

（国土交通省） 
平成16年７月２日の駐車場法施行令の改正（平成16年政
令第219号）により、駐車場の出入口に関する以下の規
制緩和を実施。 
・道路の円滑・安全の確保に支障がないと国土交通大臣
が認めるものについては、交差点における駐車場の出
入口の設置を可能とする。 
・前面道路が中央分離帯等によって往復の方向別に分
離されている場合、大規模駐車場について出口と入口を
10メートル以上隔離することを要しないこととする。 
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40借家制度の更な
る改善 （法務省） 

ａ 居住用建物について、当事者が合意した場合には定期借家権
への切替えを認めることを検討する。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 

検討 結論  
○
  

（法務省） 
 ａからｃまでの各検討項目については，平成15年７月
以降，与党議員による法改正に向けた具体的な検討が進
められている状況にあり，法務省においても必要な協力
等を行っているところである。与党議員による検討作業
は，法務省から「借家契約の正当事由に関する裁判例調
査」の結果を，国土交通省から「定期借家制度実態調査」
の結果をそれぞれ聴取し，また，業界団体，借地借家人
関係団体，経済団体，学識経験者等から幅広くヒアリン
グを行うなどした上で，議員が各検討事項についての検
討を行う形で進められているものと承知している。 

 

 ｂ 定期借家契約締結の際の書面による説明義務の廃止、居住用
定期借家契約に関して強行規定となっている借主からの解約
権の廃止について、その是非を含めて検討する。 

 検討 結論  
○
  

（法務省） 
ａからｃまでの各検討項目については，平成15年７月
以降，与党議員による法改正に向けた具体的な検討が進
められている状況にあり，法務省においても必要な協力
等を行っているところである。与党議員による検討作業
は，法務省から「借家契約の正当事由に関する裁判例調
査」の結果を，国土交通省から「定期借家制度実態調査」
の結果をそれぞれ聴取し，また，業界団体，借地借家人
関係団体，経済団体，学識経験者等から幅広くヒアリン
グを行うなどした上で，議員が各検討事項についての検
討を行う形で進められているものと承知している。 

 

 ｃ 借地借家法（平成３年法律第90号）上の正当事由制度につい
て、建物の使用目的、建て替えや再開発等付近の土地の利用状
況の変化等を適切に反映した客観的な要件とすることや、正当
事由に関する賃貸人からの立ち退き料の位置付け・在り方につ
いて検討する。 

 検討 結論  
○ 
（法務省） 
ａからｃまでの各検討項目については，平成15年７月
以降，与党議員による法改正に向けた具体的な検討が進
められている状況にあり，法務省においても必要な協力
等を行っているところである。与党議員による検討作業
は，法務省から「借家契約の正当事由に関する裁判例調
査」の結果を，国土交通省から「定期借家制度実態調査」
の結果をそれぞれ聴取し，また，業界団体，借地借家人
関係団体，経済団体，学識経験者等から幅広くヒアリン
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グを行うなどした上で，議員が各検討事項についての検
討を行う形で進められているものと承知している。 

44資産流動化計画
書の記載、業務
開始届出に係る
添付書類に関す
る弾力化・簡略
化 
（金融庁） 
<金融オ⑪の再掲> 

資産流動化を促進する観点から、資産流動化計画書、業務開始
届出に係る添付書類の弾力化・簡略化を図ることについて所要の
措置を講ずるとともに、引き続き検討する。 
また、届出実務が迅速かつ円滑に行われるよう、必要な具体的
措置の検討をする。 
【資産の流動化に関する法律施行規則（平成14年12月内閣府令第
85号）】 
 

 一部措置
済 
（12月施
行） 

検討  <金融オ⑪の再掲>  

45特定目的会社の
借入先の拡大 
（金融庁） 
<金融オ⑫の再掲> 

適格機関投資家に限定されている特定目的会 
社の借入先を拡大することについて検討する。 

  検討  <金融オ⑫の再掲> 
 
 
 
 

 

46自己競落による
競落の仕組みの
検討 
（金融庁） 
<金融ア29の再掲> 

ａ 競落対象物件の拡大 
銀行の他業禁止規定や自己競落会社が担保不動産を取得する
のは親銀行が債権を回収するために真に必要な場合であって競
落人が他に見出せない場合に限定されるとの規制の趣旨を踏ま
えたうえで、不動産市場への影響も十分勘案しつつ、銀行等の
財務の健全性確保の観点等に留意して、競落対象物件の範囲を
親会社に配当の見込まれるものだけでなく、子会社・関係会社
に配当の見込まれるものにも拡大することを検討する。 
 
 

  検討 
 

 <金融ア29の再掲>  

47倒産法制の整備 
（法務省） 
<法務イ25ｂの再
掲> 

過剰債務を抱える企業の迅速な清算が可能となる環境の整備を図る
ため、破産法を改正する。 
なお、破産法の改正作業に際しては、賃料債権の処分等について
の効力を制限している規定の在り方や、適正価格により不動産等
の資産を売却した際の否認制度の在り方などについて、「破産法
等の見直しに関する中間試案」に対する意見等を踏まえた検討を

検討 検討 
（ 破 産
法） 

法案提出
（ 破 産
法） 

 <法務イ25ｂの再掲>  
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行い、結論を得る。 

62駐車場付置義務
の弾力化 
（国土交通省） 

 地方公共団体の参考となるよう、地区特性を加味した駐車場付
置義務基準に関する考え方について検討する。 

 検討 
 

結論  
◎
  

（国土交通省） 
地区の交通特性等に応じたきめ細かい附置義務基準
の設定や、交通処理計画等と連動した駐車場の効果的配
置等を促進するため、平成16年７月２日に標準駐車場条
例を改正し、地方公共団体に通知した。 

 

 

イ 公共工事 
規制改革推進３か年計画（再改定）（平成 15年３月 28日閣議決定）における決定内容  
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13年度 14年度 15年度 
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②多様な入札・契
約方式の推進 
 

       

（国土交通省及び
関係府省） 
<競争オ③の再掲> 
 

ｂ 公共工事の品質確保を図る観点から、国等の機関において
は、環境維持、交通の確保、特別な安全対策等価格以外の要素
を重視すべき工事については、価格とともに性能等を併せて評
価する総合評価落札方式による発注を積極的に推進する。 

  逐次措置  <競争オ③の再掲> 
 

 

④指名停止措置の
更なる強化 
（国土交通省及び
関係府省） 
<競争オ⑦の再掲> 

違反行為に対する抑止力強化を図り、公共契約における不適当
な業者の混入を排除する観点から、工事請負契約に係る指名停止
等の措置要領(中央公契連モデル)における贈賄、独占禁止法違反、
刑法談合等の不正行為者に対する指名停止について、その運用の
明確性及び手続の適正性の確保に一層留意しつつ、指名停止期間
の延長等の強化を図ることを検討する。 

  検討  <競争オ⑦の再掲> 
 

 

⑦パブリック・イ
ンボルブメント
の活用 
（農林水産省、国
土交通省） 

国の各公共事業部局は、従前における取組も踏まえ、それぞれ
の事業の計画策定手続におけるパブリック・インボルブメントの
在り方を検討し、直轄事業について早急にモデル的に導入を進め
る。また、こうした検討やモデル事業の状況を踏まえ、一定の成
案を得た段階で、その検討成果を地方公共団体に提示し、あるい

一部措置
済 
 

一部措置
済 
 

モデル事
業 を 実
施、成案
を地方公 
共団体に 

 
◎
  

（農林水産省） 
関係法律等に基づきパブリック・インボルブメント制
度を創設し、着実に実施。また、関係地方公共団体に対
して通知を行うなどの措置を実施。 
（国土交通省） 
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は、取組事例を取りまとめ、発表する等、地方公共団体における
パブリック・インボルブメントの導入を支援する。 

提示等 
 

河川局においては、平成９年の河川法改正により河川
整備計画の策定の際に関係住民等の意見を反映させる
手続きを導入したところ。この河川法の趣旨に基づき、
公聴会の実施や平成１７年１月までに３５の一級河川
において、河川整備計画の策定にあたって、学識経験者
等の意見を聴くための流域委員会等を設置している。 
直轄道路事業については、平成９年度よりパブリッ
ク・インボルブメント(PI)の試行を行ってきたところ。
平成１３年１１月には構想段階における新たな計画決
定プロセスのあり方についての研究会からの提言を受
け、東京外かく環状道路等において構想段階における市
民参画の取組みを行っている。更に、平成１４年８月に
は市民参画型道路計画プロセスのガイドラインを策定
し、直轄事業に限定せず道路事業の計画段階における市
民参画の導入を促進している。 
国営公園事業については、関東地方整備局の管内の国
営公園の整備方針を内容とする整備プログラムの策定
にあたり、広く意見募集を行うなどの取組みを行ってき
たが、地方公共団体にPIの趣旨、必要性、内容等につい
て提示するとともに、実施結果等の取組内容についてを
HPで公表を行い、情報提供に努めている。 

 
 
 



 

ウ その他 
規制改革推進３か年計画（再改定）（平成 15年３月 28日閣議決定）における決定内容  

実 施 予 定 時 期 
事 項 名 措  置  内  容  等 

13年度 14年度 15年度 
講 ぜ ら れ た 措 置 の 概 要 等 備 考 

⑦ダム堆砂状況調
査の調査頻度の
弾力化 
（国土交通省） 
<エネ イ22の再
掲> 

ダム堆砂測量の頻度の最大周期を決めた上で、 
その範囲内において堆砂量、堆砂進行状況、洪水 
発生等に応じて適宜変更できるようにする。 

  検討・結
論 
 

 <エネ イ22の再掲> 
 
 
 
 
 
 

 

⑧諸外国における
建設機械の騒音
試験の承認 
（国土交通省） 

ＥＵにおける建設機械騒音の試験について、国土交通省で定め
ている試験方法・基準値との整合及び承認方法等を調査し、その
結果を踏まえて検討する。 

検討 検討 結論  
○
  

（国土交通省） 
ＥＵ騒音規制と国土交通省の低騒音型建設機械指定制度では、測定方
法、基準値を含む指定要件などが異なるため、現時点では、全てのＥＵ
指令適合建設機械をそのまま低騒音型建設機械と認めることは困難であ
る。 
しかし、ブルドーザ・トラクターショベル・バックホウの３機種の測
定方法については、ＩＳＯに準拠し日本及びＥＵ間において整合済であ
る。タイヤローラ、ロードローラ、振動ローラについてはＩＳＯにて調
整中である。空気圧縮機については、国際規格はないものの相互の測定
方法は整合している。 
認証機関及び測定値については、実務者間の意見交換を継続し整合に向
けた検討を進める。 

 

 


